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令和８年度富士見市一般会計予算（概要） 

～第６次基本構想・第２期基本計画を力強く前進させる予算～ 

 

１ 予算概要・予算規模 

 

令和８年度は、第６次基本構想・第２期基本計画の初年度であることから、理想の“未来”

の実現に向け「計画を力強く前進させる年」と位置づけ、推進力のある予算を編成した。 

歳入については、国・県支出金等の動向を的確に見込むとともに、市税については、個人

市民税や固定資産税の増収などにより、前年度当初予算に対し増額を見込んだ。また、地方

交付税及び地方消費税交付金についても地方財政計画等を踏まえ増額を見込んだ。 

歳出については、財政規律を踏まえつつ、計画に位置付けた施策を着実に推進する予算を

計上したほか、扶助費などの義務的経費の増額を見込むとともに、新たに「みらいＣプロジ

ェクト」として位置付けた新庁舎整備事業の進展などによる普通建設事業費の増額を見込ん

だ。 

その結果、一般会計の当初予算総額は、歳入歳出それぞれ 464億 6,922万 8千円となっ

た。これは、前年度に比べ、28億 6,248万 5千円の増、率にして 6.6％の増となり、予算総

額としては過去最大の規模となった。 
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２ 歳入予算の主な特徴 

 

(1) 市税 

市税の総額は、個人市民税や固定資産税の増額などにより、前年度に比べ 3 億 8,961 万  

1千円の増となる 176億 1,318万 6千円を見込んだ。 

 ＜主な増要因＞ 

・個人市民税は、税法改正により納税義務者数は減少を見込むものの、一人当たり給与所得

の増額などを鑑み、前年度に比べ 3億 9,187万 6千円の増となる 84億 2,275万 7千円を  

見込んだ。 

・固定資産税は、土地については、富士見上南畑地区産業団地の開発に係る増額を見込むほ

か、家屋については、新増築による課税棟数の増加等を鑑み、前年度に比べ 1億 3,241万

8千円の増となる 64億 6,801万 8千円を見込んだ。 

 

(2) 地方消費税交付金 

地方消費税交付金は、地方財政計画や交付実績等を踏まえ、前年度に比べ 2億円の増とな

る 27億円を見込んだ。 

 

(3) 地方特例交付金 

地方特例交付金は、ガソリン税の暫定税率廃止に伴う地方揮発油譲与税、及び自動車税環

境性能割の廃止に伴う環境性能割交付金の減収見込分が措置されることを踏まえ、前年度に

比べ 5千万円の増となる 2億円を見込んだ。 

 

(4) 地方交付税 

地方交付税は、普通交付税については地方財政計画等を踏まえ、前年度に比べ 2億円の増

となる 45億円を見込むほか、特別交付税については交付実績に基づき、前年度に比べ 2千万

円の増となる 2億 5千万円を見込み、総額として 47億 5千万円を見込んだ。 

 

(5) 繰入金 

繰入金は、前年度に比べ 1億 3,451万 1千円の減となる 15億 2,698万 4千円を計上した。

このうち財政調整基金からの繰入金は、前年度に比べ 1 億 6,827 万 8 千円の減となる 13 億

5,402万 7千円を計上した。 

 

(6) 市債 

市債は、普通建設事業費の増額に伴い、前年度に比べ 12 億 7,540 万円の増となる 32 億 

6,110万円を計上した。 

また、市債のうち臨時財政対策債は、令和７年度に引き続きゼロとなった。 
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３ 歳出予算の主な特徴（重点施策） 

※令和 8年度予算編成方針に掲げた重点施策ごとに主なものを抜粋 

（1）こども・子育て施策 

①国際交流事業（文化・スポーツ振興課） 

・中高生を対象としたセルビア共和国シャバツ市でのホームステイ実施に向けた事前 

準備（新規） 164万 9千円 

 

②朝のこどもの居場所づくり事業（保育課） 

・朝の時間帯における児童の見守りを全小学校で実施（拡充） 1,329万 5千円 

 

③民間保育所等運営助成事業（保育課） 

 ・障害児保育事業費補助金について、単価及び対象者を拡充（拡充） 4,536万円 

 

④保育所等施設整備事業（保育課） 

・保育施設を新設する民間事業者に対し、施設整備費用の一部を補助（新規） 

2億 3,621万 2千円 

 

⑤母子保健事業（子ども未来応援センター） 

 ・1か月児健診の受診費用助成（新規） 445万 5千円 

 ・産後ケア事業のメニューに宿泊型を追加（拡充） 1,983万 6千円 

・産婦健康診査の助成上限回数を２回に拡充（拡充） 787万 5千円 

  

⑥情報教育推進事業（学校教育課） 

・各学校の図書室に図書管理システムを導入（新規） 7,612万 1千円 

 

⑦放課後等学習支援事業（生涯学習課） 

・小学生対象の家庭学習応援事業の会場や期間、及び対象学年等を変更（拡充）  

1,368万 8千円 

 

⑧学校教育振興事業（学校教育課） 

・各学校に授業支援等を行うＧＩＧＡスクールサポーターを配置（新規）  

674万 7千円 

   ・英語検定試験検定料補助金の対象学年及び補助金額を拡充（拡充） 83万円 

・ＩＣＴを活用したＳＴＥＭ教育の実施（継続） 25万 6千円 

  

⑨いのちの大切さをはぐくむ事業（学校教育課） 

・「いのちの授業」の年２回実施、及び「ＰＵＳＨ講習」を各学校で実践（拡充） 

144万円 
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⑩学校教育支援事業（学校教育課） 

・校内教育支援センター機能の拡充（拡充） 441万 5千円 

 

⑪特別支援学校給食事業・学校給食事業（学校給食センター） 

    ・小学校及び特別支援学校小学部の給食費を無償化（新規） 3億 1,088万 7千円 

・物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、高騰する食材費を賄う学校給食 

費の値上げ相当分の支援（継続） 4,988万円 

 

（2）社会保障施策 

①生活困窮者自立支援事業（福祉政策課） 

 ・生活困窮世帯等の小中高生等を対象とした学習支援（継続） 3,427万 4千円 

 

②重層的支援体制整備事業（福祉政策課） 

   ・複雑化、複合化した福祉課題の解決に資する包括的な支援（新規） 499万 8千円 

  ※重層的支援体制整備事業の開始に伴い、関係各課の関連事業については、重層的支

援体制整備事業交付金を充当しての実施に変更されるとともに、介護保険特別会計

で実施していた一部の事業について、一般会計に移管して実施する。 

 

③高齢者生活支援事業（高齢者福祉課） 

 ・補聴器及び付属品購入費用の助成（新規） 167万 7千円  

   ・成年後見制度の利用体制の充実（拡充） 926万 4千円 

 

④介護予防・生活支援サービス事業（高齢者福祉課・介護保険特別会計） 

   ・総合事業の事業対象者に対する通所型サービスＣ（短期集中型）等の利用を促すため、  

リハビリ専門職による初回アセスメントへの同行訪問（新規） 443万 9千円 

   ・訪問型サービスＢ（ボランティアによるサービス提供）の実施（新規） 270万円 

 

⑤重度心身障害者医療費支給事業（障がい福祉課） 

・精神障害者保健福祉手帳２級の方への医療費助成（拡充） 3,465万円 

 

⑥感染症等予防対策事業（健康増進センター） 

  ・ＲＳウイルス感染症母子免疫ワクチンの定期接種の実施（新規） 2,781万円 

 

⑦健康診査事業（健康増進センター） 

  ・ＡＹＡ世代終末期がん患者の在宅療養費等の補助（新規） 52万 7千円 

・がん治療に伴う外見上の変化に対するアピアランスケア用品購入費用の補助（新規） 

40万円 

 

⑧一般介護予防事業（健康増進センター・介護保険特別会計） 

   ・フレイル予防の啓発やフレイルチェックの実施（継続） 30万 7千円 
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（3）将来を見据えたまちづくり 

①新庁舎整備事業・新庁舎整備基金積立事業（新庁舎整備室） 

   ・水路の移設（新規） 2億 6,288万 3千円 

・新庁舎建設設計（継続） 2億 9,030万 9千円  

   ・新庁舎執務環境設計（継続） 1,343万 4千円 

   ・新庁舎ネットワーク設計（継続） 1,210万円 

   ・新庁舎整備基金への積立（継続） 5億円 

 

②市民文化会館維持管理事業（文化・スポーツ振興課） 

 ・キラリふじみ大規模改修工事（継続） 8億 6,705万 2千円 

 

③「減らせ！ＣＯ２」推進事業（環境課） 

   ・物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、省エネ家電への買い換えに対し

て補助金を交付（新規） 2,000万円 

・本庁舎におけるＣＯ２フリー電気の導入（新規） 73万 7千円 

・「富士見・ときがわ交流の森」森林整備事業における植林体験及び木工製作体験（新規）  

34万円 

   ・省エネに取り組む市内事業者及び市民に対する地球温暖化防止活動支援補助金の 

交付（継続） 1,808万円 

 

④公園・緑地維持管理事業（まちづくり推進課） 

・大御庵の杜の古民家等保全工事に向けた設計業務委託（新規） 795万円 

 

⑤水谷柳瀬川土地利用推進事業（まちづくり推進課） 

 ・水谷調節池周辺の整備（新規） 3,098万 6千円 

 

⑥道路修繕事業（道路治水課） 

    ・路面構造調査による計画的な舗装修繕（継続） 2億 5,132万 2千円 

 ・橋梁定期点検及び修繕計画による計画的な保全（継続） 1億 3,460万円 

 

⑦幹線道路整備事業（道路治水課） 

   ・市道第５１０６号線の整備（新規） 4,874万円 

・市道第５１１８号線の整備（継続） 1億 5,094万 4千円 

   ・市道第９０４号線の整備（継続） 988万 1千円 

 

⑧生活道路整備事業（道路治水課） 

   ・市道第３７８号線の整備（新規） 2,364万 8千円 

・市道第２２５号線の整備（継続） 1,263万 4千円 

 

⑨水子貝塚公園運営事業（資料館） 

・水子貝塚公園の再整備（継続） 2,908万 3千円 
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（4）地域防災力の向上 

①防災対策事業（危機管理課） 

   ・災害対応体制の強化に向けた中央防災センターの整備（継続） 2億 5,550万円 

   ・防災ガイドブックの改定（新規） 878万 1千円 

    ・インクルーシブ防災を目指した福祉避難所の開設訓練（継続） 13万 5千円 

 

②浸水対策事業（道路治水課） 

    ・更新時期を迎える排水機場等の更新（継続） 7,068万 6千円 

・唐沢堀流域への浸透施設の設置（継続） 3,055万円 

 ・富士見江川の改修（継続） 1,123万 1千円 

 

③耐震改修促進事業（建築指導課） 

   ・耐震診断料及び耐震改修工事費補助金の交付（継続） 296万円 

・ブロック塀等撤去工事費補助金の交付（継続） 100万円 

 

④燃えないまちづくりに向けた各種施策 

 ・木造住宅密集市街地に居住する避難行動要支援者に対する感震ブレーカーの購入 

費を補助（新規・危機管理課） 281万 8千円 

 ・立地適正化計画の策定業務委託に含め、準防火地域指定に係る基礎調査を実施 

（新規・都市計画課） 2,609万 2千円 

 ・空家の改修や利活用、除却等を促進するための各種補助金の交付（継続・建築指導課） 

580万円 

 

（5）ＩＣＴの活用推進   

①施設保全管理事業（営繕課） 

 ・営繕積算システムの導入（新規） 70万 1千円 

 

②電子計算組織運営事業（ＩＣＴ推進課） 

 ・職員向け生成ＡＩサービスの導入（新規） 202万 4千円 

 

③居住関係公証事務事業（市民課） 

 ・庁舎内へのキオスク端末機の設置（新規） 1,120万 7千円 

 

④課税事務事業（税務課） 

   ・コンビニ交付サービスへの税証明書の追加（新規） 731万 6千円 
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⑤保育所運営事業（保育課） 

   ・公立保育所業務支援システムの導入（新規） 463万 1千円 

 

⑥介護保険事業（高齢者福祉課・介護保険特別会計） 

   ・介護認定審査会におけるペーパーレス会議システムの導入（新規） 593万 1千円 

 

⑦情報教育推進事業（学校教育課） 

・保護者連絡ツールを含めた校務システムの更新（新規） 2億 7,469万 7千円 

 

（6）その他 

①地域活性化事業（シティプロモーション課） 

   ・ふわっぴー着ぐるみの作成（新規） 185万 9千円 

・Instagramを活用したインターネット広告の実施（新規） 41万 8千円 

 

②ふるさと祭り推進事業（協働推進課） 

   ・富士見ふるさと祭りの開催費用の一部を負担（継続） 1,157万 2千円 

 

③市民文化推進事業（文化・スポーツ振興課） 

   ・舞台芸術鑑賞会補助金の交付（継続） 200万円 

   ・文化芸術によるまちづくり事業補助金の交付（継続） 100万円 

 

④商工業推進事業（産業経済課） 

・創業者支援補助金の交付（継続） 400万円 

・中小企業チャレンジ支援事業補助金の交付（継続） 344万円 

・経営・創業相談事業の実施（継続） 302万円 

   

 ⑤農業経営基盤強化対策事業（農業振興課） 

・認定農業者等チャレンジ支援事業補助金の交付（継続） 1,300万円 

・有機肥料等購入費の補助（継続） 340万 8千円 

・病害虫防除用薬剤購入費の補助（継続） 300万円 

・イネカメムシ広域防除緊急対策支援事業補助金の交付（新規） 196万 5千円 

 

⑥市内公共交通対策事業（都市計画課） 

・持続可能な地域公共交通ネットワークの形成のため、地域公共交通計画を策定 

（新規） 1,186万 9千円 
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４ 主な行財政改革の取組 

(1)自主財源の確保 

①収納率の向上 

・多様な収納チャネルの活用による納税機会の提供 

・地方税統一ＱＲコード（eL-QR）による納付対象税目の拡充（拡充） 

・Ｗｅｂ口座振替受付サービスによる口座登録の迅速化（継続）  

・徴収職員の県庁派遣による徴収事務の専門性向上（継続） 
 

②まちづくり寄附の確保  

  ・オンラインワンストップサービス申請の導入及び 

受付や返礼品発注事務等の委託（新規） 353万 3千円 

・ふるさと納税サイトによる寄附募集（継続） 472万 9千円 

   ※まちづくり寄附金として、4,670万円の歳入予算を計上 
 

③広告収入の確保 

・番号案内システム、庁舎案内図システム、デジタルサイネージ（継続） 168万円 

・市ホームページバナー広告掲載料（継続） 240万円 
 

④自動販売機設置に係る市有財産の貸付 

・飲料水自動販売機設置貸付料（拡充） 746万 9千円 

 

(2)アウトソーシングの推進 

 ①まちづくり寄附に係る受付や返礼品発注事務等の委託（新規） 

 ②標準化・共通化に伴う帳票印刷の委託（継続） 

 ③学校給食調理等の委託（継続） 

 ④公用車の清掃業務委託（障がい者の就労支援）（継続） 

 

(3)効率的な行政運営の推進 

 ①補助金、使用料、手数料の見直し（新規） 

②事務用消耗品費の部局ごとの統合による総額の抑制（拡充） 

 ③電気料金の削減 

・公共施設の照明のＬＥＤ化、小売電気事業者の入札による選定（継続） 

 ④広告付きＡＥＤの無償提供（継続） 

 ⑤給食費の公会計化（継続） 
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５ 令和８年度一般会計予算款別一覧 

【歳 入】                             （単位 千円） 

款   名   称 本年度予算額 前年度予算額 増減額・率(％) 

01 市 税 17,613,186 17,223,575 389,611 2.3 

02 地 方 譲 与 税 210,624 208,972 1,652 0.8 

03 利 子 割 交 付 金 44,000 18,000 26,000 144.4 

04 配 当 割 交 付 金 242,000 119,000 123,000 103.4 

05 株式等譲渡所得割交付金 258,000 226,000 32,000 14.2 

06  法人事業税交付金 165,000 150,000 15,000 10.0 

07  地方消費税交付金 2,700,000 2,500,000 200,000 8.0 

08  ゴルフ場利用税交付金 4,000 2,000 2,000 100.0 

09  環境性能割交付金 1,000 50,000 △49,000 △98.0 

10  地方特例交付金 200,000 150,000 50,000 33.3 

11  地 方 交 付 税 4,750,000 4,530,000 220,000 4.9 

12  交通安全対策特別交付金 8,500 11,000 △2,500 △22.7 

13  分担金及び負担金 484,289 433,696 50,593 11.7 

14  使用料及び手数料 314,853 286,544 28,309 9.9 

15  国 庫 支 出 金 9,765,871 9,325,960 439,911 4.7 

16  県 支 出 金 4,027,137 3,626,597 400,540 11.0 

17  財 産 収 入  72,496 46,153 26,343 57.1 

18  寄 附 金 50,000 35,836 14,164 39.5 

19  繰 入 金 1,526,984 1,661,495 △134,511 △8.1 

20  繰 越 金 250,000 250,000 0 0.0 

21  諸 収 入 520,188 766,215 △246,027 △32.1 

22  市 債 3,261,100 1,985,700 1,275,400 64.2 

合 計 46,469,228 43,606,743 2,862,485 6.6 
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【歳 出】                             （単位 千円） 

款   名   称 本年度予算額 前年度予算額 増減額・率(％) 

01 議 会 費 248,541 248,870 △329 △0.1 

02 総 務 費 7,622,332 6,262,839 1,359,493 21.7 

03 民 生 費 23,840,889 22,572,761 1,268,128 5.6 

04 衛 生 費 2,869,459 3,001,062 △131,603 △4.4 

05 労 働 費 4,394 5,153 △759 △14.7 

06 農 林 水 産 業 費 152,309 137,256 15,053 11.0 

07 商 工 費 123,361 124,787 △1,426 △1.1 

08 土 木 費 2,992,539 3,465,350 △472,811 △13.6 

09 消 防 費 1,433,059 1,363,429 69,630 5.1 

10 教 育 費 4,399,137 3,729,052 670,085 18.0 

11 災 害 復 旧 費 1 1 0 0.0 

12 公 債 費 2,733,207 2,646,183 87,024 3.3 

13 予 備 費 50,000 50,000 0 0.0 

合 計 46,469,228 43,606,743 2,862,485 6.6 

 


